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１．研究実施の概要

本プロジェクトの研究のねらいは、次の三点にある。第一、京都議定書で定めら

れ、本年１１月にハーグで開催されるCOP6において制度設計についての合意形成が図

られる京都メカニズム（排出権取引等の国際制度）につき、主として経済学的な観

点から「合理的」な制度を提案する。第二、アジアの発展途上諸国のエネルギー問

題、環境問題について分析し、技術移転、環境ODA等のあり方、そしてクリーン開

発メカニズムのあり方について提案する。第三、温暖化対策の技術戦略のあり方に

ついて、様々な角度からの分析を試みた上で、最適技術戦略の提案を行う。今年度

から最終年度にかけて、これまでの研究成果のまとめにかかり、最終年度に国際シ

ンポジウムを開催し、研究成果の集約的発表を行う。また、英文のモノグラフとし

て成果を集大成する予定である。

２．研究実施内容

京都メカニズムの一つであるクリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）について、日中

韓三国の研究者による共同研究を実施しており、三国の研究者が参加するシンポジ

ウムを、１９９９年７月に東京で、２０００年３月に北京で行った。立場の違う三国の共同

研究は実りが多かった。今年１１月にオランダ・ハーグで開催されるCOP6の場でも三

国の研究者によるワークショップを開催し、さらに今年１２月にソウルで第三回のシ

ンポジウムを開催する予定である。ゲーム理論、経済動学、計量経済の最先端の理

論を駆使して、経済学の観点から見ての「合理的」なＣＤＭの制度設計について、

三国の共同研究としての成果を世に問いたい。

技術戦略のあり方については、京都会議の前から「早期の対策（early actions）の

是非」について議論が闘わされてきた。早期の対策の是非については、科学的な不

確実性、技術開発の不確実性、発展途上諸国の経済発展に関する不確実性等に大き

く依存してくる。そうした不確実性を前提として、そのもとでの「最適」戦略を練

ることを目指している。京都会議以降、早期の対策に関する議論はやや下火とはい

え、温暖化問題における最重要な基本問題の一つであることに変わりはない。本研

究プロジェクトの技術戦略グループは、従来、モデル分析に偏しがちであったため、
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最適技術戦略を導出するという研究には、やや程遠かった。最適温暖化対策技術戦

略の導出を、本年度そして来年度の最重要研究課題に位置づけ、重点的に取り組む

予定である。その際、従来、ともすれば看過されがちだったコストを重視して、「最

適」な戦略を模索する。
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